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証券コード　2410
平成28年11月25日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 赤 坂 三 丁 目 2 1 番 2 0 号

株式会社キャリアデザインセンター
代表取締役社長兼会長 多 田 　 弘 實

第25回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第25回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま
すようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合には、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお
願い申し上げます。

[書面による議決権行使の場合]
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年12月15日（木曜日）午
後５時45分までに到着するようにご返送ください。
[インターネットによる議決権行使の場合]
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただき、同封の議
決権行使書用紙に表示された「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に
したがって、平成28年12月15日（木曜日）午後５時45分までに、議案に対する賛否をご入力くださ
い。
　なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、４頁の「インターネット等による議決権
行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１. 日 時 平成28年12月16日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

２. 場 所 東京都千代田区紀尾井町４番１号
ホテルニューオータニ
ザ・メイン　アーケード階・地下１階
おり鶴　麗の間
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。
　なお、昨年と同じホテルですが、会場が異なりますので、
　お間違いのないようお願い申し上げます。）
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３. 株主総会の目的事項
報 告 事 項 １．第25期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）事業報告、連結計算書

類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第25期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

以　上

◎１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
　２．株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正をすべき事情が生じた場合は、インターネットの　
　　当社ウェブサイト（アドレスhttp://cdc.type.jp/ir/）において、修正後の事項を掲載させていただきます。

－ 2 －



事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

議決権の行使方法のご案内

　株主総会における議決権は、株主の皆様が当社の経営に参画していただくことができる重要な権利です。以下を
ご参照のうえ、いずれかの方法にてご行使くださいますようお願い申し上げます。
議決権の行使には、以下の3つの方法がございます。

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

※当日ご出席の場合は、議決権行使書用紙の郵送またはインターネット等によ
る議決権行使のお手続きはいずれも不要です。

【第2号議案】
全員賛成の場合：「賛」の欄に○印
全員反対の場合：「否」の欄に○印
一部の候補者を反対される場合：
　　　　　　　　「賛」の欄に○印をご表示のう

え、反対される候補者の番号
を（　）内にご記入ください。

【第1、3号議案】
賛成の場合：「賛」の欄に○印
反対の場合：「否」の欄に○印

議 決 権 行 使 書
御中

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

1.○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
2.○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
3.○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○

お　願　い
議　決　権　の　数株　主　総　会　日

基準日現在のご所有株式数

ログインID

仮パスワード 株主番号

個

株

年　　月　　日

年　　月　　日

議 　 決 　 権 　 の 　 数 個

切
（

　取
　り
　
）
線

議　　  案

第2号議案
第1号議案

原案に対する賛否

（次の候補者を除く）
賛 　　否

第3号議案 賛 　　否

賛 　　否

株式会社キャリアデザインセンター

株式会社キャリアデザインセンター

こちらに、各議案の賛否をご表示ください。

インターネット等による議決権行使に必要
となる「ログインID」と「仮パスワード」
が記載されています。

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。（捺印は不要です。）

平成28年12月16日(金)
午前10時

株主総会に出席

株主総会開催日時

議決権行使書用紙に各議案の賛否を
ご表示のうえ、ご投函ください。

平成28年12月15日(木)
午後5時45分までに到着

議決権行使書を郵送

行使期限

詳細は次ページをご覧ください

行使期限

議決権行使サイト
（http://www.evote.jp/）にアクセス
していただき、賛否をご入力ください。

平成28年12月15日(木)
午後5時45分まで

インターネット等による行使
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インターネット等による議決権行使のご案内

　インターネット等による議決権行使は、当社の指定する議決権行使ウェブサイト（以下「議決権行使サイト」といいます。）に
アクセスしていただき、下記事項をご確認のうえ、ご行使くださいますようお願い申しあげます。
　なお、ご不明な点等がございましたら、下記の「システム等に関するお問い合せ先（ヘルプデスク）」へお問い合せください。
　当日ご出席の場合は、議決権行使書用紙の郵送またはインターネット等による議決権行使のお手続きはいずれも不要です。

１．議決権行使サイトについて
議決権行使サイト▶ http://www.evote.jp/ ＱＲコード▶

(1) インターネット等による議決権行使は、パソコン、スマートフォン又は携帯電話（iモード、EZweb、Yahoo!ケータイ）
※から、当社の指定する議決権行使サイトにアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（但し、毎日午前２時
から午前５時までは取扱いを休止いたします。）

　　※「ｉモード」は株式会社ＮＴＴドコモ、「EZweb」はKDDI株式会社、「Yahoo!」は米国Yahoo! Inc.の商標又は登録
商標です。

(2) パソコン又はスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、ア
ンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、
株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用いただけない場合もございます。

(3) 携帯電話による議決権行使は、iモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービスをご利用ください。また、セキ
ュリティ確保のため、TLS暗号化通信および携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。

(4) インターネット等による議決権行使は、平成28年12月15日（木曜日）の午後５時45分まで受け付けいたしますが、お早め
にご行使くださいますようお願い申し上げます。

２．インターネット等による議決権行使方法について
(1) 議決権行使サイトにおいて、議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用になり、画面

の案内に従って、賛否をご入力ください。
(2) 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議

決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。
(3) 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。

３．複数回にわたり議決権を行使された場合の取扱い
(1) 議決権行使書用紙の郵送による方法とインターネット等による方法の双方で議決権を行使された場合は、インターネット等

による議決権行使を有効とさせていただきます。
(2) インターネット等によって複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効とさせていただきます。
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４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（プロバイダ接続料金・通信料金等）は、株主様のご負担となります。

ご不明な点等がございましたら、以下のヘルプデスクへお問い合せ願います。

システム等に関する
お問い合せ先

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
電話 0120-173-027（受付時間　9：00～21：00　通話料無料)

機関投資家の皆様へ
上記のインターネットによる議決権の行使のほかに、予め申込みされた場合に限り、株式会社東京証券取引所等が出資す
る株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことができますのでご案内します。
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（提供書面）

事　業　報　告

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の状況

①事業の経過及び成果
　当連結会計年度における我が国経済は、世界経済の影響等により依然として先行き不透明な状況
が続いているものの、景況感・雇用情勢など全体的に回復傾向で推移しました。それに伴い、平成
28年9月の有効求人倍率は1.38倍と高い水準を示しており、求人需要は引き続き増加傾向にありま
した。

このような状況において、当連結会計年度における当社グループの売上高は計画をやや下回る結
果となりました。これは、競合他社との登録者の獲得競争が激化している中、メディア情報事業の
「エンジニア」マーケットの改善に向けて様々な施策を実行し、下半期の売上高は回復傾向を示し
て参りましたが、通期の売上高は前年を下回ることとなったためであります。しかしながら、人材
紹介事業やメディア情報事業の「女性」マーケットは引き続き順調に推移いたしました。また、支
出面においても、前連結会計年度から広告宣伝費を始めとして、全社的にコストを抑制したことに
より、経常利益は９年ぶりに過去最高を更新いたしました。
　この結果、当連結会計年度における売上高は、8,569,797千円（前年同期比12.4％増）、損益に
ついては、営業利益1,005,247千円（前年同期比60.0％増）、経常利益1,009,303千円（前年同期
比60.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益674,603千円（前年同期比64.6％増）となりまし
た。
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＜事業の種類別業績＞
当社は人材サービス事業の単一セグメントでありセグメント情報の記載を省略しているため、事業の

種類別に記載しております。なお、平成27年10月１日より事業シナジーを強化するため、従来のキャリ
ア情報事業で運営をしておりました新卒採用支援事業を、新卒紹介事業と統合いたしました。これに伴
い、キャリア情報事業の中途採用支援事業をメディア情報事業へ名称変更をしております。

Ａ)　メディア情報事業
　メディア情報事業は、Ｗｅｂ求人広告・適職フェア等の商品・サービスを展開しております。
　当連結会計年度におきましては、前期より鈍化しておりました「エンジニア」マーケットの売
上高改善に向けて採用や教育・研修に注力しておりましたが、その改善に時間を要したため、上
半期の「エンジニア」マーケットの売上高は前年同期比９％減であり、通期におきましても前年
同期比５％減となりました。しかしながら、『＠type』の機能強化を図った施策により登録数や
応募数は増加傾向にあり、下半期における「エンジニア」マーケットの売上高は前年同期比１％
減と改善傾向を示しております。また、「女性」マーケットにつきまして、『女の転職＠type』
のスマホサイトリニューアルや、人気キャラクターの『リトルミイ』をイメージキャラクターと
して起用した広告宣伝を展開することで、マーケットシェアの拡大を図り、売上高は前年同期比
16％と好調に推移いたしました。「営業」マーケットにつきましても、前年同期比８％と順調に
成長をしております。
　以上の結果、当連結会計年度におけるメディア情報事業の売上高は4,129,742千円（前年同期
比6.9%増）となりました。

Ｂ)　人材紹介事業
　人材紹介事業は、ご登録頂いた求職者の方に最適な求人案件をご紹介する登録型人材紹介を運
営しております。
　当連結会計年度におきましては、引き続き強みとする「エンジニア」「営業」マーケットと、
当期より注力をしております「女性」マーケットの成約件数が好調に推移し、売上高が過去最高
を記録いたしました。また、自社メディア『＠type』『女の転職＠type』と人材紹介サービスを
組み合わせた提案も引き続き好調な推移を示しており、大手企業との継続取引だけではなく、登
録者の順調な獲得もできております。また、市場競争の激化により人材の獲得が難しい環境が続
いておりますが、広告や知人紹介キャンペーン等の施策を強化して行うことにより、新規登録者
が増加いたしました。
　以上の結果、当連結会計年度における人材紹介事業の売上高は、1,836,848千円（前年同期比
22.6%増）となりました。
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Ｃ)　新卒マーケット事業（新卒メディア事業・新卒紹介事業）
　新卒メディア事業は、新卒者を対象とする就職イベント・情報誌等の商品・サービスを展開し
ております。
　当連結会計年度におきましては、2017年度卒業予定の学生向けの就職活動の時期が変更となり
ましたが、東京・関西での大型イベントの時期や回数を変更したことや、2018年度卒業予定の学
生向けのインターンシップイベントを開催したことにより、売上高は堅調に推移しました。
　以上の結果、当連結会計年度における新卒メディア事業の売上高は、321,181千円（前年同期
比1.3%増）となりました。
　新卒紹介事業は、ご登録頂いた学生の方に最適な新卒採用案件をご紹介する登録型新卒紹介を
運営しております。

当連結会計年度におきましては、昨年度の採用実績を踏まえた求人案件の獲得だけでなく、１
社当たりの成約人数の増加や新規取引企業の開拓を強化したことにより売上高は計画を上回る結
果となりました。
　以上の結果、当連結会計年度における新卒紹介事業の売上高は、104,265千円（前年同期比
114.4%増）となりました。

Ｄ)　ＩＴ派遣事業
　ＩＴ派遣事業は、当社にご登録頂いた登録者の中から、求人企業の採用ニーズに最適な人材を
派遣する一般労働者派遣を運営しております。
　当連結会計年度におきましては、強みとする「エンジニア」マーケットを中心に派遣スタッフ
の稼動人数や、新規取引先が好調に推移したことと、採用や教育にも注力した結果、売上高は計
画通りの結果となりました。また、登録者の獲得につきましても、外部との提携や、広告宣伝お
よび知人紹介キャンペーン等で安定的に増加いたしました。
　以上の結果、当連結会計年度におけるＩＴ派遣事業の売上高は、2,189,922千円（前年同期比
15.3％増）となりました。

②設備投資の状況
当連結会計年度中の投資額は244,071千円であり、主なものはＷｅｂシステム開発であります。

③資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

④重要な企業再編等の状況
該当事項はありません。
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⑵　財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況

期　別
区　分

第 22 期
(平成25年９月期)

第 23 期
(平成26年９月期)

第 24 期
(平成27年９月期)

第25期
(当連結会計年度)
(平成28年９月期)

売 上 高 (千円) ― 6,217,107 7,621,060 8,569,797

経 常 利 益 (千円) ― 738,204 630,539 1,009,303

親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) ― 721,757 409,793 674,603

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） ― 105.61 59.96 98.81

総 資 産 (千円) ― 3,455,768 3,971,106 4,401,327

純 資 産 (千円) ― 2,187,430 2,426,129 2,857,749

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） ― 306.61 341.54 407.08

（注）１．当社は、平成26年４月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っており、１株当たり純資産額及び
１株当たり当期純利益は、当該分割が第23期の期首に行われたと仮定して算定しております。１株当たり当期
純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した
期末発行済株式総数により算出しており、金額は小数点第２位未満を四捨五入して記載しております。

　　　２．第23期より連結計算書類を作成しているため、第22期以前の各数字については記載しておりません。

②当社の財産及び損益の状況
期　別

区　分
第 22 期

(平成25年９月期)
第 23 期

(平成26年９月期)
第 24 期

(平成27年９月期)
第25期

(当事業年度)
(平成28年９月期)

売 上 高 (千円) 5,106,806 5,175,091 5,727,739 6,392,035

経 常 利 益 (千円) 502,814 725,709 540,191 913,601

当 期 純 利 益 (千円) 425,828 715,494 349,971 611,535

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 62.31 104.69 51.21 89.57

総 資 産 (千円) 2,736,821 3,215,390 3,597,675 3,992,448

純 資 産 (千円) 1,641,682 2,141,367 2,325,509 2,691,089

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 231.00 299.87 326.81 382.55

（注）当社は、平成26年４月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っており、１株当たり純資産額及び１株
当たり当期純利益は、当該分割が第22期の期首に行われたと仮定して算定しております。１株当たり当期純利益
は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済
株式総数により算出しており、金額は小数点第２位未満を四捨五入して記載しております。
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⑶　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

株式会社キャリアデザインＩＴパートナーズ 40,000千円 100％ 一般労働者派遣事業
（厚生労働大臣許可　般13-305447）

⑷　対処すべき課題
　当社グループは、Ｗｅｂ・適職フェア・情報誌・人材紹介事業・人材派遣事業これら個々の商品・
サービスを、メディアミックス展開して、『type』ブランドによるシナジー効果を引き続き高めつ
つ、取引社数の拡大、商品力・営業力向上による売上高の増加を目指して参ります。
　そのため、対処すべき課題を以下のように考えております。

　　①営業体制の強化
　当社グループにおきましては、従来よりキャリア志向の高い「エンジニア」・「女性」・「営業」
をターゲット層とし、マーケットシェアの拡大を図って参りました。今後につきましても、それぞ
れの事業におけるシナジー強化を最大化しつつ、求人案件の獲得だけでなく、登録者（求職者）の
獲得をより一層強化し、売上高の拡大に努めて参ります。
　また、営業体制だけでなく、内部統制システムをより一層強化し、コンプライアンスの充実を含
め、取り組むべき課題を迅速に発見するとともに、信頼性のある財務報告を行うことが不可欠であ
ると考えております。今後も継続的な従業員教育を実施することにより、管理部門の能力開発に努
め、法令順守を始めとする規範の厳守を徹底するためのより強固な管理体制を構築して参ります。

②商品力の強化
　商品面におきましては、企業の採用意欲の回復に伴い求人案件数が増加する見込みであり、企業
の満足度向上を図るため、Ｗｅｂを中心に応募者の獲得施策を強化して参ります。
　また、当社主力転職サイト『＠type』においては、スマートフォン利用者の取り込みを強化する
とともに、インターネット広告及び交通広告などで費用対効果の高い広告宣伝戦略を展開し、認知
度向上を図ることで新規ユーザー獲得を推進して参ります。

　　③人材の確保及び育成
　当社グループでは、質の高い人材サービスの提供を維持しつつ、今後の売上高増加に向けて、さ
らに強固な営業体制を構築し、取引社数の増加を目指して参ります。そのため、多様な商品・サー
ビスを取り扱う社内の勉強会や研修を行って参ります。
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　　④収益体質の改善
　当社グループでは、売上高向上を実現するため人件費及び広告宣伝費への投資が必要不可欠であ
ります。引き続き人件費及び広告宣伝費は増加する見込みであるものの、全社的にコスト抑制を実
施し、さらなるマーケットシェアの拡大及び生産性の向上に取り組むことで、収益体質の改善を進
めて参ります。

⑸　主要な事業内容（平成28年９月30日現在）
区分 事業内容

メ デ ィ ア 情 報 事 業 Ｗｅｂサイト『＠type』を主軸とした求人情報の提供

人 材 紹 介 事 業 有料職業紹介事業
（厚生労働大臣許可　13-ユ-040429）

新 卒 メ デ ィ ア 事 業 情報誌、イベント『type就活』を主軸とした求人情報の提供

新 卒 紹 介 事 業 有料職業紹介事業
（厚生労働大臣許可　13-ユ-040429）

I T 派 遣 事 業 一般労働者派遣事業
（厚生労働大臣許可　般13-305447）

⑹　主要な事業所（平成28年９月30日現在）

当 社
本　　　　　社 東京都港区赤坂三丁目21番20号

営　　業　　所 神奈川県横浜市西区高島二丁目19番12号スカイビル23
Ｆ

子 会 社 株式会社キャリアデザインＩＴパートナーズ 東京都港区赤坂三丁目21番20号

⑺　従業員の状況（平成28年９月30日現在）
①企業集団の従業員の状況
従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

490名 70名増 28.6歳 3.9年
（注）従業員数が前連結会計年度末に比較して増加しておりますのは､ 営業人員の増強を図ることを主たる理由として新

卒採用及び中途採用を行ったことによるものであります。

②当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

449名 61名増 28.6歳 3.9年
（注）従業員数が前事業年度末に比較して増加しておりますのは､ 営業人員の増強を図ることを主たる理由として新卒採

用及び中途採用を行ったことによるものであります。
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⑻　主要な借入先（平成28年９月30日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 155,000千円
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 50,400千円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成28年９月30日現在）
⑴　発行可能株式総数 20,640,000株
⑵　発行済株式の総数 7,054,400株
⑶　株　　　主　　　数 3,898名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

多 田 弘 實 1,124,900 16.55

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 884,700 13.02

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 286,600 4.21

五 味 大 輔 255,000 3.75

伊 集 院 　 　 　 敏 135,000 1.98

キ ャ リ ア デ ザ イ ン セ ン タ ー 社 員 持 株 会 125,100 1.84

株 式 会 社 ダ イ ヤ モ ン ド 社 120,000 1.76

楽 天 証 券 株 式 会 社 115,500 1.69

中 桐 基 雄 88,000 1.29

横 田 和 仁 81,700 1.20

（注）１．当社は自己株式（260,210株）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率は自
己株式を控除して計算しております。

２．持株比率は小数点第３位を切り捨てて表示しております。
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３．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

４．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（平成28年９月30日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長兼会長 多 田 弘 實 株式会社キャリアデザインＩＴパートナーズ　取締役

常 務 取 締 役 遠 藤 信 之 新卒マーケット事業部　事業部長
株式会社キャリアデザインＩＴパートナーズ　取締役

取 締 役 川 上 智 彦 株式会社キャリアデザインＩＴパートナーズ　代表取締役社長

取 締 役 西 山 　 裕 経営企画局　局長

取 締 役 加 山 祐 介 メディア情報事業部　事業部長

取 締 役 和 田 芳 幸

株式会社ゼロ　監査役
ケネディクス商業リート投資法人　監督役員
株式会社フォーバルテレコム　取締役
株式会社LIXILビバ　取締役
和田会計事務所　所長

取 締 役 齋 藤 哲 男

株式会社ワークツー　代表取締役
アラックス株式会社　監査役
株式会社ダイヤモンドダイニング　監査役
ディーエムソリューションズ株式会社　監査役
株式会社大塚商会　取締役

常 勤 監 査 役 松 田 喜 一

監 査 役 田 　 中 　 最 代 治

株式会社田中経営研究所　代表取締役
株式会社クリーク・アンド・リバー社　社外取締役
株式会社ガーラ　社外取締役
イマジニア株式会社　社外監査役
レカムホールディングス株式会社　社外取締役

監 査 役 中 島 　 茂
朝日ビジネスサービス株式会社　代表取締役
システムサービス株式会社　社外監査役
朝日税理士法人　代表社員

（注）１．取締役和田芳幸氏及び取締役齋藤哲男氏は、社外取締役であります。
　　　２．監査役松田喜一氏、監査役田中最代治氏及び監査役中島茂氏は、社外監査役であります。

３．監査役中島茂氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す
るものであります。

４．当社は、東京証券取引所に対して、監査役田中最代治氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。
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⑵　取締役及び監査役の当事業年度に係る報酬等の総額
区　分 支給人員 支給額

取 締 役
( 社 外 取 締 役 )

７名
(２名)

162,360千円
(5,400千円)

監 査 役
( 社 外 監 査 役 )

３名
(３名)

16,200千円
(16,200千円)

合 計
( 社 外 役 員 )

10名
(５名)

178,560千円
(21,600千円)

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成18年12月22日開催の第15回定時株主総会において年額280,000千円以内（ただ
し、使用人分給与は含まない。）と決議頂いております。

２．監査役の報酬限度額は、平成13年６月26日開催の第９回定時株主総会において月額7,500千円以内と決議頂い
ております。

⑶　社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地　位 氏　名 他の法人等の重要な兼職の状況

取 締 役 和 田 芳 幸

株式会社ゼロ監査役
ケネディクス商業リート投資法人監督役員
株式会社フォーバルテレコム取締役
株式会社LIXILビバ取締役
和田会計事務所所長

取 締 役 齋 藤 哲 男

株式会社ワークツー代表取締役
アラックス株式会社監査役
株式会社ダイヤモンドダイニング監査役
ディーエムソリューションズ株式会社監査役
株式会社大塚商会取締役

監 査 役 田 　 中 　 最 代 治

株式会社田中経営研究所代表取締役
株式会社クリーク・アンド・リバー社社外取締役
株式会社ガーラ社外取締役
イマジニア株式会社社外監査役
レカムホールディングス株式会社社外取締役

監 査 役 中 　 島 　 　 　 茂
朝日ビジネスサービス株式会社代表取締役
システムサービス株式会社社外監査役
朝日税理士法人代表社員

（注）当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。
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②当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 取 締 役 会 ・ 監 査 役 会
へ の 出 席 状 況 主 な 活 動 状 況

取 締 役 和 田 芳 幸
当事業年度開催の取締
役会17回中13回出席
その他、書面決議１回

公認会計士として監査法人での監査に基づく豊富な経験
と知識を有しており、当社のガバナンス体制強化と経営
全般に対する助言を行っております。

取 締 役 齋 藤 哲 男
当事業年度開催の取締
役会17回中13回出席
その他、書面決議１回

東京証券取引所での上場審査業務を務めた他、経営コン
サルタントとして会社経営に関する豊富な知識と経験を
有しており、当社のガバナンス体制強化と経営全般に対
する助言を行っております。

監 査 役 松 田 喜 一

当事業年度開催の取締
役会17回中16回出席
当事業年度開催の監査
役会12回中12回出席
その他、書面決議１回

長年に亘る業界に関する経験や知見に基づき、議案審議
等に必要な発言を行っております。

監 査 役 田 　 中 　 最 代 治

当事業年度開催の取締
役会17回中16回出席
当事業年度開催の監査
役会12回中11回出席
その他、書面決議１回

報告事項や決議事項について適宜質問するとともに、必
要に応じ社外の立場から意見を述べるなど、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言
を行うとともに、監査役会における重要な協議や監査結
果について必要な発言を行っております。

監 査 役 中 島 　 茂

当事業年度開催の取締
役会17回中17回出席
当事業年度開催の監査
役会12回中12回出席
その他、書面決議１回

公認会計士・税理士としての専門的見地から、財務・税
務上の手続きに問題がないか等、意思決定の妥当性・適
正性を確保するために必要な発言を行っております。

（注）取締役和田芳幸氏及び取締役齋藤哲男氏は、平成27年12月18日開催の第24回定時株主総会において選任されたた
め、取締役会の開催回数が他の社外監査役と異なります。なお、両氏の就任後の取締役会の開催回数は13回であり
ます。

③責任限定契約の内容の概要
当社は各社外監査役と会社法第423条第１項の責任につき、法令に定める要件に該当する場合に

は、法令が定める額を限度として責任を負担する旨の責任限定契約を締結しております。
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５．会計監査人に関する事項
(1)　会計監査人の名称

　新日本有限責任監査法人

(2)　報酬等の額
支払額

当 事 業 年 度 に 係 る 会 計 監 査 人 と し て の 報 酬 等 の 額 14,800千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 14,800千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬
　　等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬
　　等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人
　　の職務執行状況や監査計画の内容等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第
　　１項の同意を行っております。

(3)　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4)　会計監査人の解任または不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監
査役会は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任理
由を報告いたします。
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(5)　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分
　金融庁が平成27年12月22日付けで発表した業務停止処分
　①処分の対象
　　新日本有限責任監査法人
　②処分の内容
　　平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３ヶ月間の契約の新規の締結に関する業務の

停止
　③処分の理由
　　（イ）他社の財務書類の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大
　　　　　な虚偽のないものとして証明したため。
　　（ロ）同監査法人の運営が著しく不当と認められたため。
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６．業務の適正を確保するための体制
　当社は、「内部統制システムに係る基本方針」に掲げた体制を整備しており、毎年内部統制の計
画に沿って、その進捗状況及び内部統制システムの運用上見出された問題点等の是正・改善状況並
びに必要に応じて講じられた再発防止策への取り組み状況を報告し、運用状況についてモニタリン
グを行っております。その結果を取締役会へ報告することにより、適切な内部統制システムの構
築・運用に努めております。
　当事業年度における内部監査室は、内部統制システムを整備・運用し、当事業年度の内部監査計
画に基づいて業務執行が適切かつ効率的に行われてるかを監査しております。また、内部監査室は、
財務報告に係る内部統制についての内部統制評価手続きを併せて実施しております。
　以上のことから、当事業年度における当社の内部統制システムは有効に運用されたものと判断し
ております。
　以下は内部統制システムに係る基本方針の概要となります。

(1)　当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制

①当社及び当社子会社（以下、「当社グループ」という。）は、役職員の行動規範として「企業倫
理に関する方針」を策定し、高い倫理性とコンプライアンス意識を持った行動の実践に努める。

②この徹底を図るため、ＣＳＲ委員会を設けることとする。ＣＳＲ委員会は、管理部門担当取締役
を責任者、経営企画課を事務局とし、常勤取締役及び本部長以上で構成されるメンバーがＣＳＲ委
員会の委員を担うこととする。

③ＣＳＲ委員会は役職員に対する教育及び啓発に取り組むとともに、内部通報窓口を経営企画課に
設置する。また、モニタリングを内部監査室が担当し実効性を高める。

(2)　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、管理部門担当取締役を責任者とし、情
報の内容に応じて保存及び管理の責任部署を社内規程において定める。

責任部署は、取締役の職務の執行に係る情報を適切に記録し、法令及び社内規程に基づいて、定
められた期間にて適切に保存・管理を行うものとする。
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内部監査室は、関連部署と連携の上、文書等の保存及び管理状況を監査する。

(3)　当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社グループの継続的な成長を可能とするため、想定される企業リスクに迅速且つ適切に対処す
るリスク管理体制についてＣＳＲ委員会を核として次のとおり構築する。

②ＣＳＲ委員会は、当社における想定リスクを基にグループリスク管理規程を制定する。その上で、
当社グループ内での周知徹底を図り、その実効性を高めるものとする。

③ＣＳＲ委員会は、内部監査室と連携を図り、日常的なリスク監視に努めるとともに新たな想定リ
スクの対応方法を検討する。

④内部監査室は、ＣＳＲ委員会と連携の上、リスク管理体制に関する監査を行うこととする。

(4)　当社の取締役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制

①当社グループは、定例取締役会を毎月１回開催しており、経営上の意思決定機関として、法令及
び定款に定められた事項、並びに重要な業務に関する事項などを決議する。また、取締役会に付議
及び報告される事項につき十分な審議及び議論を実施するための会議体として経営会議を定例取締
役会に合わせて開催する。

②当社は、取締役会、経営会議等の意思決定に資するため、常勤取締役、本部長以上の使用人で構
成される役員会を週１回開催し、職務権限規程等諸規程に基づき、経営の方向性等に関する議論及
び業務執行における重要課題の審議を行う。

③内部監査室は、当社グループの経営方針に基づいた運営及び管理状況について監査を行う。

(5)　当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の当社グル
ープにおける業務の適正を確保するための体制

　当社子会社に対し、適切な経営管理を行うとともに、企業経営及び日常の業務に関して、必要に
応じて外部の専門家による専門的見地からアドバイスを受けうる体制を整備し、対応する。
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(6)　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項

①監査役の日常における職務を補助すべき使用人については、必要に応じて経営企画課の人員が行
うこととする。

②監査役の職務を補助すべき使用人については、その必要が恒常的に生じた場合に「監査役会事務
局」を本格的に設置し、人員の配置を行うこととする。

(7)　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
①監査役は、監査役の職務を補助すべき使用人に必要な業務を命じることができるものとする。

②監査役会より、監査に必要な命令を受けた使用人は、業務遂行にあたり、取締役、内部監査室長、
管理部門内各管理者等の指揮命令を受けないものとし、当該使用人の人事異動については、事前に
監査役会と協議した上で、監査役会の意向を尊重する。

(8)　当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役等その他これらの者に相当する者及び使用
人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制及びその他の当社の
監査役への報告に関する体制

①当社グループの取締役及び使用人は、法定の報告事項のみならず、当社に重大な影響を及ぼす事
実を知った場合には、速やかに各監査役に報告しなければならない。

②監査役はいつでも必要に応じて当社グループの取締役及び使用人に対して報告を求めることがで
きる。

(9)　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　当社は、内部通報制度等（当社監査役等への報告も含む）を通じて報告を行った当社グループ使
用人に対し、当該報告をしたことを理由として不当な取扱いを行わない。

(10)　当社監査役の職務執行のための費用又は債務の処理に関する方針に関する事項
　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は支出した費用等の償還、
負担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について生じたもの
でないことを証明できる場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。
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(11)　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①当社の監査役の過半は社外監査役とし、各監査役の独立性及び透明性を確保する。

②当社の監査役は、内部監査室及び監査法人と必要に応じ、意見・情報交換を行うことができる。
また、監査役は、監査役の職務遂行に必要な調査・情報収集等の事項を監査役の判断で実施でき

るものとする。

③監査の実効性を確保するため、当社の取締役又は監査法人との意見交換、監査において必要な社
内会議への出席等、監査役監査の環境整備に努める。

(12)　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
①当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは、一切の関係を遮断し、毅
然とした姿勢で対応する。

②当社は、主管部署を経営企画課とし、所轄警察署や特殊暴力防止に関する地域協議会等から関連
情報を収集し不測の事態に備えるとともに、事態発生時には経営企画課を中心に外部機関と連携し、
組織的に対処する。

(13)　財務報告の信頼性を確保するための体制
①当社は、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の整備・運用体制を構築す
るとともに、その体制が有効に機能していることを継続的に評価し、必要な是正を行う。

②当社グループ各社は、財務報告の信頼性を確保するため、社内の必要な手続き及び承認を得て、
当社に財務情報を提出する。

③当社は、財務報告の信頼性を確保するため、社内の必要な手続き及び承認を得て、財務情報を社
外に公表する。

７．会社の支配に関する基本方針
当社では、買収防衛については検討課題であると認識しているものの、具体的な対策は講じておりま

せん。ただし、多様な敵対的買収防衛策のうち最も株主の皆様や投資者の皆様に与える影響が最小限に
抑えられる策が市場において一般化された場合または将来何らかの対策を講じなければならない事象が
生じた場合には、速やかに検討し、対策を講じる予定であります。

（注）　この事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年９月30日現在） (単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 ※

建 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,510,740

2,285,193

1,058,680

4,710

72,108

96,034

△5,987

890,587

218,028

209,603

8,424

468,583

457,892

10,691

203,976

25,406

179,208

△638

流 動 負 債 1,322,438
買 掛 金 22,579
短 期 借 入 金 25,000
1年内返済予定の長期借入金 80,792
未 払 金 318,744
未 払 費 用 307,249
未 払 法 人 税 等 230,124
賞 与 引 当 金 104,126
そ の 他 233,822

固 定 負 債 221,139
長 期 借 入 金 99,608
退 職 給 付 に 係 る 負 債 95,225
資 産 除 去 債 務 19,550
そ の 他 の 引 当 金 6,755

負 債 合 計 1,543,578
純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,768,047
資 本 金 558,663
資 本 剰 余 金 339,295
利 益 剰 余 金 2,006,617
自 己 株 式 △136,527

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △2,293
退職給付に係る調整累計額 △2,293

新 株 予 約 権 91,995
純 資 産 合 計 2,857,749

資 産 合 計 4,401,327 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,401,327

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 8,569,797

売 上 原 価 2,839,820

売 上 総 利 益 5,729,977

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,724,729

営 業 利 益 1,005,247

営 業 外 収 益

受 取 利 息 218

解 約 手 数 料 5,202

そ の 他 926 6,346

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,204

そ の 他 86 2,290

経 常 利 益 1,009,303

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 10,468 10,468

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 998,834

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 323,304

法 人 税 等 調 整 額 926 324,230

当 期 純 利 益 674,603

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 674,603

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自己株式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 558,663 339,295 1,537,039 △95,598 2,339,399

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △205,026 △205,026
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 674,603 674,603

自 己 株 式 の 取 得 △40,929 △40,929

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 469,577 △40,929 428,648

当 期 末 残 高 558,663 339,295 2,006,617 △136,527 2,768,047

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計退 職 給 付 に 係 る

調 整 累 計 額
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △5,265 △5,265 91,995 2,426,129

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △205,026
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 674,603

自 己 株 式 の 取 得 △40,929
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 2,971 2,971 2,971

当 期 変 動 額 合 計 2,971 2,971 － 431,620

当 期 末 残 高 △2,293 △2,293 91,995 2,857,749

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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〔連結注記表〕

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　１社
連結子会社の名称　株式会社キャリアデザインＩＴパートナーズ

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産
仕掛品
　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており
ます。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
a)有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び連結子会社は定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備
については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　15年
工具器具備品　　　　４～10年

b)無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

c)リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③重要な引当金の計上基準
a)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

b)賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度負担分を計上しております。

－ 26 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

計
算
書
類

④退職給付に係る会計処理の方法
a)退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

b)数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）による
定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（１年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

c)未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその
他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑤重要なヘッジ会計の方法
a)ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を充たしているので、特例処理を採用しております。
b)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ
ヘッジ対象　借入金の利息

c)ヘッジ方針
当社の内規に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。

d)ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を充たしているため、有効性の判定を省略しております。

⑥その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及
び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）
等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金
として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。ま
た、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の
見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利
益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業
分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたっ
て適用しております。
　これによる連結計算書類に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報
告第32号　平成28年6月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築
物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記
※　有形固定資産の減価償却累計額 169,638千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　(1)　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

（株）

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

（株）

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

（株）

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数

（株）
普 通 株 式 7,054,400 － － 7,054,400

　(2)　配当に関する事項
①配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

平成27年12月18日
定 時 株 主 総 会 普通株式 205,026 30 平成27年９月30日 平成27年12月21日
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②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　　次のとおり、決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年12月16日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 203,825 30 平成28年９月30日 平成28年12月19日

　(3)　当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
　　普通株式　　　178,000株

５．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については主に流動性の高い金融資産で運用しており、必要な資金を銀行等の金融機関からの
借入により調達しております。
　デリバティブ取引については、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機目的の取引は行わない方
針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、与信管理規程に従
い、営業部門において各取引先の経営内容、信用状態その他の必要な情報を入手し、取引相手別に与信限度を設定
しております。また、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。
　営業債務である買掛金及び未払費用は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金は、主に運転資金に必要な資金の調達を目的としたものであります。当該リスクに関しては、経理課が毎
月及び、必要に応じ資金繰表を作成・更新するとともに、手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを
管理しております。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引を利用してヘッ
ジしております。
　未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。当該リスクに関しては、恒常的に売掛金残高の範囲
内にあり、流動性リスクは回避しております。
　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であり
ます。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、
前述の「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記(4)会計方針に関する事項⑤重要なヘ
ッジ会計の方法」をご参照下さい。また、デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に
限定しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ
ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、
当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
　平成28年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

①現金及び預金 2,285,193 2,285,193 －

②売掛金 1,058,680 1,058,680 －

③買掛金 22,579 22,579 －

④短期借入金 25,000 25,000 －

⑤未払金 318,744 318,744 －

⑥未払費用 307,249 307,249 －

⑦長期借入金※ 180,400 179,142 △1,257

⑧デリバティブ取引 － － －

※１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含まれております。

（注）金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項
①現金及び預金、並びに②売掛金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
③買掛金、④短期借入金、⑤未払金並びに⑥未払費用
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑦長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。

　　金利スワップの特例処理の対象とされているものは、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、
新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

⑧デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その

時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

６．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 407円08銭
１株当たり当期純利益 98円81銭

７．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成28年９月30日現在） (単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

１ 年 内 回 収 予 定 の
関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ　　　の　　　他　　※２

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有　形　固　定　資　産　※1

建 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,046,885

2,052,530

780,284

4,710

19,999

69,019

125,796

△5,456

945,563

218,028

209,603

8,424

459,582

448,891

10,691

267,952

40,000

25,000

24,382

179,208

△638

流 動 負 債 1,083,537
買 掛 金 22,579
短 期 借 入 金 25,000
1年内返済予定の長期借入金 80,792
未　　　払　　　金　　※２ 311,143
未 払 費 用 140,294
未 払 法 人 税 等 216,040
賞 与 引 当 金 104,126
そ の 他 183,561

固 定 負 債 217,822
長 期 借 入 金 99,608
退 職 給 付 引 当 金 91,908
資 産 除 去 債 務 19,550
そ の 他 の 引 当 金 6,755

負 債 合 計 1,301,359
純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,599,093
資 本 金 558,663
資 本 剰 余 金 299,494
資 本 準 備 金 211,310
そ の 他 資 本 剰 余 金 88,184

利 益 剰 余 金 1,877,463
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,877,463

自 己 株 式 △136,527
新 株 予 約 権 91,995
純 資 産 合 計 2,691,089

資 産 合 計 3,992,448 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,992,448
（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 6,392,035

売 上 原 価 1,093,785

売 上 総 利 益 5,298,250

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,389,801

営 業 利 益 908,449

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,314

解 約 手 数 料 5,202

そ の 他 926 7,443

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,204

そ の 他 86 2,290

経 常 利 益 913,601

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 10,468 10,468

税 引 前 当 期 純 利 益 903,133

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 291,833

法 人 税 等 調 整 額 △236 291,597

当 期 純 利 益 611,535

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 そ の 他

資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 558,663 211,310 88,184 299,494 1,470,954 △95,598 2,233,513

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △205,026 △205,026

当 期 純 利 益 611,535 611,535

自 己 株 式 の 取 得 △40,929 △40,929

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 406,509 △40,929 365,580

当 期 末 残 高 558,663 211,310 88,184 299,494 1,877,463 △136,527 2,599,093

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 91,995 2,325,509

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △205,026

当 期 純 利 益 611,535

自 己 株 式 の 取 得 △40,929

当 期 変 動 額 合 計 － 365,580

当 期 末 残 高 91,995 2,691,089

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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〔個別注記表〕

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式・・・移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品・・・個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産(リース資産を除く)

　定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備については、定額法を採用
しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりになります。

建物　　　　　　　　　　15年
工具、器具及び備品　４～10年

②　無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては、個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しております。

③　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

a)退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。
b)数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）による定
額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　ヘッジ会計の処理

金利スワップについては特例処理の要件を充たしているので、特例処理によっております。
②　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
③　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理は、連結計算書類におけるこれらの
会計処理の方法と異なっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及
び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）
等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、
当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを
企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)
に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
　これによる計算書類に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報
告第32号　平成28年6月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に
係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記
※１　有形固定資産の減価償却累計額 169,638千円

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権
短期金銭債務

31,189千円
1,496千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引以外の取引高（収入)
営業取引以外の取引高（支出)

273,721千円
12,170千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

（株）

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

（株）

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

（株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数

（株）
普 通 株 式 220,200 40,010 － 260,210

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加40,010株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加40,000株、単元
未満株式の買取りによる増加10株であります。

６．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）
未払事業税 15,050千円
未払事業所税 2,568千円
未払費用 17,538千円
貯蔵品 44千円
賞与引当金 32,133千円
貸倒引当金 1,683千円

繰延税金資産（流動）合計 69,019千円
繰延税金資産（固定)

販売促進費 3,657千円
資産除去債務 18,618千円
退職給付引当金 28,180千円
貸倒引当金 8,634千円
その他の引当金 2,084千円

繰延税金資産（固定）小計 61,175千円
評価性引当額 △30,910千円

繰延税金資産（固定）合計 30,264千円
繰延税金負債（固定）

資産除去債務 △5,881千円

繰延税金負債（固定）合計 △5,881千円
繰延税金資産の純額 93,402千円
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(2) 法人税等の税率変更による繰延税金資産の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」
（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人
税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法
定実効税率は前事業年度の計算において使用した32.3％から平成28年10月１日に開始する事業年度及び平成29
年10月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年10月１日に開始する
事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。
　なお、この税率の変更による影響は軽微であります。

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、工具、器具及び備品等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リー
ス契約により使用しております。

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
( 被 所 有 ) 割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引 金 額
(千円) 科 目 期 末 残 高

( 千 円 )

子会社
株式会社キャ
リアデザイン
ＩＴパートナ
ーズ

所有
　直接100％

資金の貸付
役員の兼任 貸付金の返済 19,999 関係会社

長期貸付金 45,000

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額　　　　　382円55銭
１株当たり当期純利益　　　　89円57銭

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年11月16日
株式会社キャリアデザインセンター

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岸 　 洋 平 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 本 雄 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社キャリアデザインセンターの平成27年10月１日から平
成28年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含めて
全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年11月16日
株式会社キャリアデザインセンター

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岸 　 洋 平 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 本 雄 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社キャリアデザインセンターの平成27年10月１日
から平成28年９月30日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含めて全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査役会は、平成27年10月１日から平成28年９月30日までの第25期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監
査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
 (1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

　　取締役及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
 (2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査

　　部門その他使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実
　　施しました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
　　　じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社における業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
　　　社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
　　　告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会
　　　社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１
　　　項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
　　　制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
　　　じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
　　　らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行
　　　が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
　　　管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
　　　めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細表、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果

 (1)事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事

業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
 (2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査方法及び結果は相当であると認めます。
 (3)連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年11月18日
株式会社キャリアデザインセンター監査役会

常 勤 監 査 役
( 社 外 監 査 役 ) 松 田 喜 一 ㊞
社 外 監 査 役 田 　 中 　 最 代 治 ㊞
社 外 監 査 役 中 島 　 茂 ㊞

以　上
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第１号議案　剰余金処分の件
当社は株主の皆様に対する利益還元を重要な課題と認識しつつ、内部留保充実の必要性と財政状態等

を総合的に勘案したうえで、経営成績に合わせた利益配分を基本方針としております。
当事業年度におきましては、期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
(1) 配当財産の種類

金銭といたします。
(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき30円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は203,825,700円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年12月19日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役７名選任の件
　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役７名の
選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１
た
多

だ
田

 
　

ひろ
弘

み
實

(昭和22年７月２日生)

昭和52年１月 ㈱日本リクルートセンター（現：㈱リクルートホールティン
グス）　入社

1,124,900株

昭和61年８月 同社取締役
平成５年７月 当社設立と同時に代表取締役社長
平成18年10月 当社代表取締役社長兼会長
平成25年10月 当社代表取締役社長兼会長

兼㈱キャリアデザインＩＴパートナーズ　取締役（現任）
（取締役候補者とした理由）

当社の創業者であり、企業経営に関わる幅広い知見を有しており、当社の代
表取締役社長としての実績を踏まえ、引き続き取締役候補者としました。

２
かわ
川

かみ
上

 
　

とも
智

ひこ
彦

(昭和45年９月21日生)

平成６年４月 大和ハウス工業㈱　入社

65,300株

平成10年２月 当社入社
平成14年７月 当社販売部長
平成14年11月 当社キャリア営業局次長
平成15年９月 当社キャリア営業局長
平成17年１月 当社取締役営業本部長
平成17年10月 当社常務取締役営業本部長
平成18年10月 当社専務取締役キャリア情報事業部長
平成20年12月 当社専務取締役キャリア情報事業部長兼人材紹介事業部長
平成21年10月 当社代表取締役副社長キャリア情報事業部長

兼人材紹介事業部長
平成22年４月 当社代表取締役副社長キャリア情報事業部長
平成22年10月 当社代表取締役副社長人材紹介事業部長兼ＩＴ派遣事業部長
平成23年10月 当社代表取締役副社長ＩＴ派遣事業部長
平成25年10月 当社代表取締役副社長

兼㈱キャリアデザインＩＴパートナーズ　代表取締役社長
平成26年 1 月 当社取締役兼㈱キャリアデザインＩＴパートナーズ

代表取締役社長（現任）
（取締役候補者とした理由）

当社の取締役として、当社の事業に精通し、当社グループ子会社の代表取締
役社長としての実績を踏まえ、引き続き取締役候補者としました。

３
にし
西

やま
山 　

 
　

ゆたか
裕

(昭和57年12月24日生)

平成17年４月 当社入社

7,000株

平成
平成

23
24

年
年

10
10

月
月

当社経営企画部長
当社経営企画本部長

平成24年12月 当社取締役経営企画局長（現任）
（取締役候補者とした理由）

当社の取締役として、当社グループの管理部門に携わっており、当社の業績
に貢献していることから、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

４
か
加

やま
山

 
　

ゆう
祐

すけ
介

(昭和53年４月28日生)

平成13年４月 近畿日本ツーリスト㈱　入社

1,900株

平成14年10月 当社入社
平成20年10月 当社キャリア営業部長
平成24年10月 当社キャリア営業局長
平成25年 7 月 当社キャリア営業統括局長
平成
平成
平成

25
26
27

年
年
年

10
12
10

月
月
月

当社キャリア営業本部長
当社取締役キャリア営業本部長
当社取締役メディア営業本部長（現任）

（取締役候補者とした理由）
当社の取締役として、当社のメディア情報事業部門において、当社の業績に
貢献していることから、引き続き取締役候補者としました。

※５
の
野

ま
間

 
　

かつ
勝

し
志

(昭和49年５月20日生)

平成
平成
平成
平成
平成
平成
平成
平成

10
12
19
22
23
25
27
28

年
年
年
年
年
年
年
年

４
３
４
10
１
10
４
11

月
月
月
月
月
月
月
月

エヌ・ジェイ出版販売㈱　入社
当社入社
当社人材紹介営業部長
当社キャリア営業部長
当社キャリア営業企画部長
当社人材紹介営業局長
当社人材紹介事業部長
当社人材紹介事業部長兼新卒紹介事業部長（現任）

800株

（取締役候補者とした理由）
当社の業務に精通し、当社の人材紹介事業部門において、当社の業績に貢献
していることから、取締役候補者としました。

６
わ
和

だ
田

 
　

よし
芳

ゆき
幸

(昭和26年３月２日生)

昭和49年４月 クーパースアンドライブランド会計事務所　入所

－

昭和52年６月 監査法人中央会計事務所　入所
昭和53年９月 公認会計士　登録
昭和60年８月 監査法人中央会計事務所　社員
昭和63年６月 同所　代表社員
平成12年７月 中央青山監査法人　事業開発本部長
平成15年５月 同監査法人　事業開発担当理事
平成19年８月 太陽ASG監査法人（現:太陽有限責任監査法人）　代表社員
平成26年９月 ㈱ゼロ　監査役（現任）
平成
平成

26
27

年
年

10
６

月
月

ケネディクス商業リート投資法人　監督役員
㈱フォーバルテレコム　取締役（現任）

平成27年12月 当社取締役（現任）
平成28年６月 ㈱LIXILビバ　取締役（現任）
平成28年８月 和田会計事務所　所長（現任）
（社外取締役候補者とした理由）

公認会計士として監査法人での監査に基づく豊富な経験と知識を有してお
り、当社のガバナンス体制強化と経営全般に対する助言を期待して、引き続
き社外取締役候補者としました。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

７
さい
齋

とう
藤

 
　

てつ
哲

お
男

(昭和29年３月25日生)

昭和52年４月 東京証券取引所（現：㈱日本証券取引所グループ）　入所

1,000株

平成９年５月 ㈱ワークツー　代表取締役（現任）
平成15年９月 ホメオスタイル㈱　監査役
平成18年４月 アラックス㈱　監査役（現任）
平成20年６月 ㈱インボイス　取締役
平成20年８月 マスターピース・グループ㈱　監査役
平成21年５月 ㈱ダイヤモンドダイニング　監査役（現任）
平成23年３月 サイオステクノロジー㈱　監査役
平成24年６月 ディーエムソリューションズ㈱　監査役（現任）
平成27年12月 当社取締役（現任）
平成28年３月 ㈱大塚商会　取締役（現任）
（社外取締役候補者とした理由）

東京証券取引所での上場審査業務を務めた他、経営コンサルタントとして会
社経営に関する豊富な経験と知識を有しており、当社のガバナンス体制強化
と経営全般に対する助言を期待して、引き続き社外取締役候補者としまし
た。

(注)１．※印は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．和田芳幸氏、齋藤哲男氏は、社外取締役候補者であります。両氏が選任された場合、当社は、両氏との間で会社法第
427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を継続する予定であります。
４．和田芳幸氏、齋藤哲男氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、それぞれの社外取締役としての在任期間は、本
総会終結の時をもって、１年となります。
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第３号議案　監査役１名選任の件
　監査体制の強化を図るため、監査役１名を増員することといたしたく、監査役１名の選任をお願いす
るものであります。なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。監査役候補者は、
次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

菊 池 　 亮 平
(昭和50年11月14日)

平成10年４月 当社入社

2,000株

平成20年４月 当社販売部長
平成21年１月 当社編集部長
平成21年10月 当社編集販売部長兼個人情報保護管理室長
平成23年４月 当社予算管理部長兼審査室長兼個人情報保護管理室長
平成24年４月 当社内部監査室長（現任）
平成26年１月 株式会社キャリアデザインITパートナーズ監査役（現任）
（監査役候補者とした理由）

当社の内部監査室、当社グループ子会社の監査役の経験から、適切な監査を
行えるものと判断し、監査役候補者としました。

(注)１．上記候補者は、新任の監査役候補者であります。
２．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以　上

－ 45 －
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株主総会会場ご案内図
会場：東京都千代田区紀尾井町４番１号　電話　03－3265－1111

ホテルニューオータニ　ザ・メインアーケード階・地下１階「おり鶴　麗の間」

弁慶濠

迎賓館

紀尾井ホール

上智大学

聖イグナチオ教会
弘済会館

紀尾井町ビル

清水谷公園

赤坂エクセル
 ホテル東急

東京メトロ丸ノ内線

東
京
メ
ト
ロ
有
楽
町
線

東
京
メ
ト
ロ
南
北
線東京

メト
ロ半
蔵門
線

青山
通り

新宿通り

外
堀
通
り

東京
メト
ロ銀
座線

JR
中央
線・
総武
線

麹町口

赤坂口

１番口

ホテル ニューオータニ ザ･メイン

麹町駅

永田町駅

赤坂見附駅

四ツ谷駅

JR四ツ谷駅

２番口

７番口

D紀尾井町口

ガーデンコート

会場（アーケード階）までの経路

宴会場階玄関

四ツ谷駅・麹町駅

赤坂見附駅・永田町駅

ザ・メイン「宴会場階／フロント」からお越しの方は、宴会場階玄関
から入り、エレベーターで「アーケード階」へお下がりください。

ガーデンコート１階からお越しの方は、エレベーターで
５階「宴会場階」へお上がりいただいた後、ザ・メインへお
進みいただき、その後階段で「アーケード階」へお下がり
ください。

宴会場階

アーケード階

ザ・メイン

ガーデンタワー

クローク
エレベーター

クローク

「ザ・メイン」へ200m
道なりにお進みください

エレベーターで
「B１ アーケード階」へ

エレベーターで
「５階 宴会場階」へ

ガーデンコート１階

エレベーター
玄関

おり鶴 麗の間

※当日ご来場の際は、ザ・メイン入口をご利用ください。
また、当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、お車でのご来場はご遠慮ください。

交通：ＪＲ中央線・総武線　東京メトロ南北線「四ツ谷駅」麹町口・赤坂口・１番口より徒歩８分
東京メトロ有楽町線「麹町駅」２番口より徒歩９分
東京メトロ丸ノ内線・銀座線「赤坂見附駅」Ｄ紀尾井町口より徒歩10分
東京メトロ半蔵門線・南北線・有楽町線「永田町駅」７番口より徒歩10分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


